
１ 宮代町農業委員会だより Ｈ２３.１０発行 №２

新農業委員会会長及び新会長職務代理が就任

町
民
の
皆
様
に
は
、
常
日
頃
か
ら
宮
代
町
農
業
委
員
会
の
活
動
に
対

し
、
格
別
な
る
ご
理
解
と
ご
協
力
を
賜
り
心
よ
り
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

は
じ
め
に
、
３
月
11
日
に
東
北
地
方
で
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
に

よ
り
、
亡
く
な
ら
れ
た
方
々
へ
の
ご
冥
福
と
被
災
さ
れ
た
方
々
へ
の
心

か
ら
の
お
見
舞
い
を
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
の
大
震
災
に
よ
り
農
林
水
産
業
も
深
刻
な
被
害
を
受
け
て
お
り
ま

す
。
ま
た
、
東
京
電
力
福
島
第
一
原
発
の
事
故
に
よ
り
、
極
め
て
大
変

な
事
態
に
直
面
し
て
お
り
ま
す
。
一
日
も
早
い
復
旧
と
復
興
を
心
か
ら

お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
当
農
業
委
員
会
で
は
、
遊
休
農
地
の
発
生
防
止
の
取
り
組
み

の
強
化
、
農
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
、
意
欲
あ
る
農
業
者
の
育
成
、

新
規
就
農
者
の
推
進
、
後
継
者
対
策
の
展
開
及
び
農
業
者
・
就
農
希
望

者
へ
の
情
報
提
供
な
ど
を
農
業
委
員
会
の
取
り
組
み
の
重
点
と
し
て
お

り
ま
す
。

今
後
と
も
宮
代
町
の
発
展
の
た
め
農
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し

て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
よ
り
一
層
の
ご
支
援
、
ご
指
導
を
賜
り
ま
す
よ

う
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
、
就
任
の
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
す
。

宮代町農業委員会
会長職務代理 冨田 髙治

宮代町農業委員会
会長 折原 昇
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宮代町農業委員会では、平成２３年５
月２５日に字東地区の農地改良許可地の
現地確認会を実施いたしました。

当該地は、平成２３年２月に農地法第
５条の規定に基づく農地改良（一時転
用）の許可を受けた、約３．５㌶の低地
の水田をかさ上げして、水はけを良くす
る改良工事となっております。

当該地にあっては、毎月農業委員２名
で改良工事の状況確認を行っており、今
後も作付け状況等も随時確認を行ってま
いります。

『農地改良』は
農業委員会への手続きが必要です。

『農地改良』とは、土質や水はけが悪くなった農地に耕作可能な良質土を入れて
耕作がしやすい農地に改良することです。
残土処分等のための単なる埋め立てではありません！

耕作上問題はないが、耕作する予定がないので埋めたい。
埋め立てを機に耕作をやめる。・・・など

こ の よ う な 場 合 は 、 許 可 に な り ま せ ん 。

申請は、土地の所有者と業者の連名となります。
申請書類には、農地改良後の作付け計画や土の入れ方・給排水の方法を図
面に表示したものなどが必要となります。

面積の大きさにかかわらず、農業委員会へ申請・届出が必要です

トラブルの責任は、農地改良の申請者である土地の所有者と業者の両方に
あります。農地改良を行っている期間は、業者任せではなく、所有者もこ
まめに現場を確認しましょう。

農地改良はトラブルのないよう、十分に注意しましょう

まずは、農業委員会へご相談ください。

字東地区
農地改良(一時転用)許可地 現地確認会の実施
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納税猶予の打ち切り

納税猶予を受けている場合、猶予の適用農地が次に該当する場
合に期限が確定となり、納税猶予が打ち切りとなります。そうす
ると猶予されている税額とあわせて利子税等についても納付する
こととなります。

納税猶予の適用農地について、売買・貸借等の予定がある場合
は、早めに農業委員会事務局または所轄税務署にご相談ください。

納税猶予の期限の確定事由（打ち切りになる場合）
①納税猶予を受けている対象農地について、譲渡、転用、貸付け
(特定貸付けを除く)をした場合
②納税猶予を受けている相続人及び受贈者が、対象農地について
農業経営を廃止した場合
③対象農地について、耕作放棄の状態となった場合
④３年に一度の継続届出書を提出しない場合
⑤その他

農地の相続税・贈与税納税猶予制度について

農地等相続税納税猶予制度
相 続 税 納 税 猶 予 制 度 は 、 農

業 後 継 者 で あ る 相 続 人 が 農 地
を 相 続 し 、 そ の 農 地 に つ い て
農 業 を 継 続 す る 場 合 、 農 地 等
を 農 業 投 資 価 格 で 評 価 し た 価
額 を 超 え る 部 分 に 対 応 す る 相
続 税 額 の 納 税 を 猶 予 す る 制 度
です。

農地等贈与税納税猶予制度

贈 与 税 納 税 猶 予 制 度 は 、 農
業 経 営 を 行 っ て い た 個 人 が 、
推 定 相 続 人 の 一 人 に 農 地 の 全
部 と 採 草 放 牧 地 及 び 農 用 地 区
域 内 の 準 農 地 の ３ 分 の ２ 以 上
を 贈 与 し た 場 合 に 、 贈 与 税 の
納税を猶予する制度です。

納税猶予を受けている方へ

納税猶予の適用を受けている期間は、あくまで、国民の義務である納税を
猶予（延期している）ことですので、適用を受けている農地に売買、転用が
ある場合はもちろん、その農地が耕作放棄となっている場合についても精算
が必要となりますので、適用を受けている農地について、再度ご確認いただ
きまして、適正な管理をお願いします。

農地の納税猶予に関し、ご不明な点がございましたら、農
業委員もしくは町農業委員会事務局、所轄税務署にご相談く
ださい。
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農地の売買、贈与、貸借等の許可の手続きについて

農地の売買、贈与、貸借などには農地法第３条に基づく農業委
員会（または都道府県知事）の許可が必要となります。この許可
を受けないでした行為は、無効となりますのでご注意ください。

なお、農地を買う方、贈与を受ける方及び借りる方は以下の許
可要件を満たす必要があります。

申請農地を含め、所有している農地および借りている農地の
すべてを効率的に耕作すること

⇒貸し付けている農地がある場合には許可できない場合があります。また、
経営農地（所有農地及び借りている農地）が適切に管理されていない場
合（雑草繁茂や違反転用）にも許可できません。

全部効率利用要件

農地法第３条第２項第１号

農地の権利を取得する方又はその世帯員等が農作業に常時従事すること
⇒原則として、農地の権利を取得する方又はその世帯員が

年間１５０日以上、農作業をしていない場合には許可できません。

農作業常時従事要件

農地法第３条第２項第４号

今回の申請農地を含め、耕作する農地の合計面積が下限面積（５０㌃）以
上であること

⇒農地の権利を取得する世帯の経営農地（所有農地及び借りている農地）
と今回の申請農地を合わせて５０㌃未満の場合は、許可できません。
下限面積要件につきましては、本誌５ページをご覧ください。

下 限 面 積 要 件

農地法第３条第２項第５号

今回の申請農地の周辺の農地利用に影響を与えないこと
⇒農地が面的にまとまった形で利用されている地域で、その利用を分断

するような場合や地域や集落で一体となって取り組んでいる事業への
影響がある場合には許可できません。

地域との調和要件

農地法第３条第２項第７号

農地の貸し借りの方法としては、農地法第３条による方法と利用権設定など
の方法もございます。また、上記の農地法第３条許可要件や書類等については、
町ホームページにも掲載してございますので、ご不明な点等ございましたら農
業委員会窓口までご相談ください。
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『別段の面積』とは、農地法第３条の許可（農地を農地として権利を取
得する許可）基準の一つに、｢農地の権利所得後の経営面積が原則として
都道府県５０アール・北海道２ヘクタール以上になること｣という規定が
あります。これを一般に下限面積要件といいます。

また、地域の平均的な経営規模がかなり小さい地域や耕作放棄地面積が
深刻な状況の場合などで、この下限面積を農業委員会がその地域の実情を
考慮し、５０アール以下の別段の面積を定めることができるとされており
ます。

そこで、平成２３年６月の農業委員会総会において、下記のとおり決定
いたしましたので、お知らせします。

農地法第3条第2項第5号に規定される『別段の面積』について

理由
宮代町における経営規模については、埼玉県の平均的な経営規模とほぼ同様でるため。

農地法施行規則第２０条第１項に基づく別段面積の設定については、『設定しない』ものとする。

理由
耕作放棄地の状況にあっては、埼玉県の平均とほぼ同様でるため。

農地法施行規則第２０条第２項に基づく別段面積の設定については、『設定しない』ものとする。

農地パトロールの実施のお知らせ

宮
代
町
農
業
委
員
会
で
は
、
農
地
法
第
30

条

に
基
づ
く
農
地
利
用
状
況
調
査
（
農
地
パ
ト

ロ
ー
ル
）
を
平
成
23

年
9

月
か
ら
実
施
し
て
お

り
ま
す
。

農
地
利
用
状
況
調
査
と
は
、
農
業
委
員
会
で

把
握
し
て
い
る
宮
代
町
の
す
べ
て
の
農
地
（
市

街
化
区
域
・
農
業
振
興
地
域
）
の
利
用
状
況
を

確
認
し
、
遊
休
農
地
に
な
っ
て
い
る
農
地
に
対

し
て
、
今
後
指
導
等
を
行
っ
て
い
く
こ
と
と
な

り
ま
す
。

な
お
、
調
査
の
際
に
は
、
調
査
員
が
農
地
や

農
道
等
へ
立
ち
入
っ
て
確
認
す
る
場
合
が
ご
ざ

い
ま
す
の
で
、
何
卒
ご
理
解
を
頂
き
た
い
と
思

い
ま
す
。

ま
た
、
昨
年
度
実

施
し
た
利
用
状
況
調

査
の
結
果
、
管
内
農

地
の
約
５
％
（
約
40

㌶
）
が
耕
作
さ
れ
て

い
な
い
状
況
と
な
っ

て
お
り
ま
し
た
。

農
業
委
員
会
と
い

た
し
ま
し
て
は
、
今

後
、
遊
休
農
地
の
解

消
に
向
け
た
取
り
組

み
を
更
に
推
進
し
て

ま
い
り
ま
す
。

農 地 パ ト ロ ー ル の 様 子
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今
回
の
農
業
委
員
会
だ
よ

り
に
つ
き
ま
し
て
は
、
地
域

の
農
業
者
等
の
皆
様
に
広
報

活
動
を
通
じ
て
、
農
政
情
報

な
ど
を
お
知
ら
せ
す
る
意
味

に
お
い
て
、
農
地
法
、
農
地

の
相
続
税
・
贈
与
税
納
税
猶

予
制
度
、
農
地
改
良
等
の
非

常
に
身
近
な
情
報
で
あ
り
、

ま
た
、
重
要
な
関
係
を
掲
載

さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

是
非
、
参
考
に
な
さ
っ
て

く
だ
さ
い
。

農
地
法

ま
め
知
識

遊
休
農
地
の
解
消
に
向
け
て
！

Ｑ

自
宅
の
建
て
替
え
を
予
定
し
て
お

り
、
調
べ
て
い
た
ら
、
自
宅
の
建
っ
て

い
る
土
地
の
地
目
が
畑
だ
っ
た
。
過
去

に
農
地
法
等
の
手
続
き
を
し
て
い
た
か

ど
う
か
は
他
界
し
た
祖
父
や
父
し
か
分

か
ら
な
い
。

こ
の
よ
う
な
場
合
、
自
宅
を
建
て
替

え
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
し
ょ
う

か
？

Ａ

こ
の
よ
う
な
内
容
の
場
合
に
は
、

い
ろ
い
ろ
と
状
況
を
お
聞
き
し
て
、
関

係
機
関
へ
協
議
等
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

そ
の
協
議
等
に
お
時
間
を
頂
く
場
合

が
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
事
前
に
農
業
委

員
会
窓
口
に
ご
相
談
い
た
だ
き
た
い
と

思
い
ま
す
。

な
お
、
こ
の
よ
う
な
相
談
は
、
農
地

法
等
の
手
続
き
を
し
て
い
た
り
、
ま
た

は
し
て
い
な
か
っ
た
り
と
さ
ま
ざ
ま
な

ケ
ー
ス
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
場
合
に

よ
っ
て
は
、
是
正
（
建
物
を
取
り
壊
し

て
農
地
に
復
元
）
が
必
要
な
場
合
な
ど

も
稀
に
ご
ざ
い
ま
す
の
で
、
事
前
に
ご

相
談
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

遊
休
農
地
解
消
対

策
研
究
会
で
は
、
遊

休
農
地
の
解
消
を
図

る
と
と
も
に
、
優
良

農
地
の
確
保
・
保
全

を
研
究
・
検
討
す
る

こ
と
を
目
的
に
活
動

し
て
お
り
ま
す
。

平
成
23

年
度
に

お
い
て
は
、
和
戸
本

郷
地
区
と
西
原
地
区

の
約
77

㌃
の
農
地

に
農
業
委
員
と
サ

ポ
ー
タ
ー
５
名
で
草

刈
り
等
を
行
い
、
そ

ば
を
作
付
け
を
し
て

お
り
ま
す
。

今
年
は
、
天
候
不

順
に
よ
り
、
種
ま
き

が
若
干
遅
く
な
り
ま

し
た
が
、
お
お
む
ね

順
調
に
生
育
し
て
お

り
ま
す
。

１０月１２日 圃場の状況 ７月１２日 草刈りの状況


